
【歳入】 地方消費税市町村交付金のうち地方消費税率引き上げに伴う増収分（社会保障財源）

【歳出】 地方消費税市町村交付金（社会保障財源）が充てられる社会保障施策の経費

（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 その他
うち地方消費税市町

村交付金
（社会保障財源）

社会福祉 5,091,272 2,748,841 687,064 30,034 1,625,333 229,736

障害者福祉事業 1,389,213 596,978 294,258 0 497,977 70,388

高齢者福祉事業 105,319 0 706 13,359 91,254 12,899

児童福祉事業 2,668,724 1,528,998 377,790 15,543 746,393 105,501

母子福祉事業 14,837 5,554 1,469 0 7,814 1,104

生活保護扶助事業 806,301 617,311 6,526 0 182,464 25,790

総合福祉事業 106,878 0 6,315 1,132 99,431 14,054

1,475,603 74,076 288,761 0 1,112,766 157,288

介護保険事業 656,953 13,981 6,990 0 635,982 89,895

国民健康保険事業 650,509 60,095 164,546 0 425,868 60,196

後期高齢者医療事業 168,141 0 117,225 0 50,916 7,197

保健衛生 2,118,664 11,104 281,561 29,667 1,796,332 253,909

高齢者医療事業 886,277 0 65,582 27,052 793,643 112,180

福祉医療事業 607,547 2,751 212,295 1,639 390,862 55,248

救急医療事業 112,157 0 0 0 112,157 15,853

感染症予防事業 246,156 4,556 170 0 241,430 34,126

成人保健事業 156,693 436 2,500 965 152,792 21,597

母子保健事業 109,834 3,361 1,014 11 105,448 14,905

8,685,539 2,834,021 1,257,386 59,701 4,534,431 640,933

※ 各事業に要した一般財源の額に応じて地方消費税市町村交付金(社会保障財源)を按分した。

一般財源特定財源

　平成２６年４月１日及び令和元年１０月１日から、消費税率が引き上げられたことに伴い、地
方消費税市町村交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に
充てるものとされています。
　令和元年度一般会計決算における社会保障施策経費への充当状況については次のとおりです。

地方消費税市町村交付金（社会保障財源）の使途内訳

合　計

社会保険（繰出金）

8,685,539千円

令和元年度
決　算　額

事　業　区　分

640,933千円

財源内訳


